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区　分 韓国 OECD平均 日本 イギリス アメリカ
仕事量（受診率／
医師数）
6.45 2.06 5.95 1.85 1.63
診療報酬（医療費
／受診率）
0.55 1.48 0.73 1.92 4.51
医師数 2.0 3.1 2.2 2.7 2.4
受診率 12.9 6.40 13.1 5.0 3.9
医療費 7.1 9.5 9.5 9.6 17.6
資料：ホ・デソク（2012）「韓国の低い診療報酬」第35次医療政策フォーラム発表資料










































































種別 1990 1995 2000 2005 2011 増加率
全体 29,419 61,442 129,122 248,615 462,379 1,471.7
総合病院 11,940 27,111 46,994 70,466 141,845 1,088.0
占有率 40.6 44.1 36.4 28.3 30.7 -24.4
病院 2,174 4,609 9,762 18,837 65,112 2,895.0
占有率 7.4 7.5 7.6 7.6 14.1 90.5
医院 12,969 22,940 45,891 66,526 99,828 669.74
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かすことと，医療に求められる公共性を調和させることは非常に難しい課題で
ある。
　保険診療の公定価格の適用範囲と単価調整を通して公的枠組みを広げるため
には民間の協力が必ず必要であり，それが可能になってはじめて公共性の高い
医療供給体制の整備が動き始める。ところが，今回の「投資活性化対策」は，
民間の医療供給者に医療本業の充実に向かせることで国民の利益を目指すこと
ではなく，付帯事業を広め，医療機関の営利追及を煽る方向に走り出そうとし
ている。一部のメディアは今度の医師会の反発の原因を低い診療報酬の問題と
して貶毀しているが，その本質は医療サービス総量に占める公的医療の比重を
高め，医師と患者間の信頼を築く方向へと向かわせるための異議申し立てと考
えるべきである。
　現在，保健福祉省と医師会は医療発展協議会を設置し，「投資活性化対策」
の一部修正作業を行っており，遠隔診療や医療法人の子会社設立問題を短期課
題，医療供給体制の改革を中長期課題と２つに分けて協議を始めている。しか
し，短期課題に関しては投資活性化対策に賛成する病院と医師会との温度差が
あることや，今年６月の地方選挙までの「時間稼ぎ」にすぎないという冷笑的
な意見も見られ，今後の動きが注目される。
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